
 
 

- 1 - 
 

世田谷区被災建築物応急危険度判定実施要綱 
２８世建調第 3 4 1 号  
平成２９年１月２３日  

（目的） 
第１条 この要綱は、世田谷区地域防災計画に基づき、地震により多くの建築物が被災した場

合において、余震等による被災建築物の倒壊、部材の落下等から生ずる二次被害を防止し、

区民の安全の確保を図るため、建築物の被害状況の調査、危険度の判定及び表示等を行う被

災建築物応急危険度判定（以下「判定」という。）に係る必要な事項を定めることにより、そ

の的確な実施を確保することを目的とする。 
（定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 
⑴ 判定員 判定の業務に従事する者であって、東京都防災ボランティアに関する要綱（平

成７年５月１１日６総災防第２８０号。以下「東京都防災ボランティア要綱」という。）に

基づき東京都知事（以下「都知事」という。）により防災ボランティアの認定を受けた者又

は道府県の知事が定める者をいう。 
⑵ 判定コーディネーター 判定に当たって、世田谷区災害対策本部条例施行規則（昭和３

８年１２月世田谷区規則第１９号）第７条に規定する災対都市整備部被災建築物調査班と

判定員との連絡調整、判定員その他の判定の業務に従事する者に対する判定の指導等の業

務に従事する者をいう。 
⑶ 地元判定員 判定員のうち区内に在住し、又は在勤する者をいう。 
⑷ 建築関係団体 東京建築士会世田谷支部、一般社団法人東京都建築士事務所協会世田谷

支部、公益社団法人日本建築家協会その他の建築関係団体をいう。 
（判定実施の決定及び判定実施本部の設置） 
第３条 区長は、地震により多くの建築物等が被災したときは、都市整備政策部建築調整課長

（以下「建築調整課長」という。）に被害情報を収集させ、及び判定の実施の要否の判断に係

る資料を作成させ、並びにこれに基づく建築調整課長の意見を聴いて、判定の実施を決定す

るものとする。 
２ 区長は、判定の実施を決定したときは、災害対策本部（世田谷区災害対策本部条例（昭和

３８年７月世田谷区条例第１３号）第１条の世田谷区災害対策本部をいう。次条において同

じ。）に被災建築物応急危険度判定実施本部（以下「判定実施本部」という。）を設置する。 
３ 判定実施本部の長（以下「判定実施本部長」という。）は、建築調整課長をもって充てる。 
（実施計画） 
第４条 判定実施本部は、災害対策本部が収集した次に掲げる被災に関する情報に基づき、判

定の実施計画を策定する。 
⑴ 地震の震源及び規模 
⑵ 区内のライフライン、交通機関、避難所となる公共施設等の被害状況 
２ 前項の実施計画には、判定実施本部の執務場所、判定を実施する期間及び区域並びに判定
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に要する判定員の数を定めるものとする。 
（判定を実施する区域） 
第５条 判定を実施する区域は、住宅が密集している区域及び区民が判定を実施することを希

望する区域とする。ただし、次に掲げる区域を除くものとする。 
⑴ 危険物の貯蔵所、製造所、取扱所等が存する区域 

⑵ 崖が崩壊するおそれのある区域 

⑶ 延焼のおそれのある区域 

⑷ 暴動が発生している区域 
⑸ 前各号に掲げるもののほか、二次被害が発生するおそれのある区域 
（判定の対象となる建築物） 
第６条 判定の対象となる建築物は、判定を実施する区域に存する民間の住宅（共同住宅を含

む。）であって、階数が１０階未満のものとする。 
２ 判定実施本部長は、被害状況により必要があると認めるときは、前項の住宅以外の建築物

について判定を実施することができる。 
（実施の連絡） 
第７条 区長は、判定の実施を決定したときは、直ちに、都知事及び区内の建築関係団体にそ

の旨及び第４条第１項の実施計画の内容を連絡するものとする。 
（情報提供） 
第８条 区長は、判定の実施を決定したときは、判定に係る次に掲げる事項について、報道機

関の協力を得て被災者等へ周知を図るものとする。 
 ⑴ 開始日時 

⑵ 実施する期間 

⑶ 実施する区域 

⑷ 問い合わせ窓口となる連絡先 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認めるもの 
（判定員に対する参集要請） 
第９条 判定実施本部は、第４条第１項の規定により実施計画を策定したときは、地元判定員

に対して参集要請を行うものとする。 
２ 前項の参集要請は、建築関係団体に所属する地元判定員を優先して行うものとする。 
（判定コーディネーターの指名） 
第１０条 判定実施本部長は、判定実施本部と判定員との連絡調整、判定員その他の判定の業

務に従事する者に対する判定の指導等を行わせるため、東京都が作成した判定コーディネー

ターの名簿に登載されている者の中から判定コーディネーターを指名する。 
２ 前項の名簿に登載されている者の中に総合支所街づくり課に所属する職員が含まれている

場合は、当該職員を優先して判定コーディネーターに指名する。 
（都知事に対する支援の要請） 
第１１条 区長は、地震による被害が大規模であること等により、判定員、判定コーディネー

ター及び判定資機材の数に不足が生ずると判断した場合は、都知事に対し、判定員又は判定
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コーディネーターの派遣、判定資機材の提供等について支援を要請するものとする。 
２ 区長は、判定員（地元判定員を除く。）又は判定コーディネーターの宿泊施設を区内におい

て確保することができないときは、震災時における応急危険度判定員への宿泊施設の提供に

関する協定に基づき、都知事に対し宿泊施設の提供を依頼するものとする。 
（判定の方法等） 
第１２条 判定の方法は、外部からの目視又は簡易な道具を用いる方法とし、調査項目は建築

物の沈下及び傾斜並びに構造躯体の損傷その他の被害状況とする。 
２ 判定は、各総合支所街づくり課を拠点として実施するものとする。 
（危険度の表示） 
第１３条 区長は、判定員が判定を終結したときは、当該判定員に判定の対象とした建築物の

出入口、外壁等の見やすい位置に「調査済」、「要注意」及び「危険」の表示を施させるもの

とする。 
（都知事への通知等） 
第１４条 区長は、毎月２０日までに、前月分に係る判定の業務に従事した判定員及び判定コ

ーディネーターの人数、氏名、活動期間等を書面により都知事に通知するものとする。 
２ 区長は、前項の判定員及び判定コーディネーターに対する補償に関する事務を行う都知事

に協力するものとする。 
（他の自治体に対する支援） 
第１５条 区長は、都知事から他の自治体に対する支援の要請があったときは、判定員及び判

定コーディネーターの派遣、派遣に伴う交通、宿泊施設の確保及び判定資機材の提供に関し、

都知事との間で必要な連絡及び調整を行うものとする。 
２ 前項の要請に応じるために他の自治体に区職員を判定員又は判定コーディネーターとして

派遣する場合は、公務として扱うものとする。 
（業務マニュアル） 
第１６条 この要綱に定めるもののほか、判定は、東京都被災建築物応急危険度判定業務マニ

ュアルの定めるところにより実施するものとする。 
（判定資機材等の備蓄） 
第１７条 区長は、平常時において、判定資機材等の備蓄を行うものとする。 
（地元判定員との連絡体制等） 
第１８条 区長は、地元判定員に対して参集要請を行うための連絡網を作成し、連絡訓練等に

より地元判定員との協力体制を構築する。 
２ 前項の連絡網は、必要に応じて再編することとする。 
（委任） 
第１９条 この要綱の施行に関し必要な事項は、判定実施本部長が別に定める。 
  附 則 
この要綱は、平成２９年２月１日から施行する。 

 


